
 

 

 

 

 

滋賀県建築基準条例の一部改正について 

 

１．改正理由 

建築基準法等が一部改正され、令和６年４月１日から施行されることに伴い、条例の一部

を改正するもの。 

（法および政令改正概要） 

・木材利用促進のため、部分的な木造化を可能とする。 

 ・既存ストックの有効活用の円滑化を図るため、既存不適格建築物の増築等に係る規制の合

理化を行う。 

 

２．条例の改正概要 

 ・耐火建築物における「主要構造部」の定義が改められ「特定主要構造部」と「損傷を許容

する主要構造部」に整理されることによる所要の改正を行う。（条例第 20 条、第 22 条、第

32 条、第 36 条の５関係） 

 ・既存不適格建築物の避難規定および接道義務について、安全性が確保できる範囲において

緩和規定を追加する。（条例第 36 条の３関係） 

 ・その他、法令改正等による整理を行う。（条例第 36 条の３、第 36 条の４関係） 

 

３．施行日その他 

１）施行日 

・改正条例案は令和６年２月議会に提出、令和６年４月１日施行予定。 

(参考) 

・建築基準法改正   ：令和４年６月17日公布、令和６年４月１日施行 

・建築基準法施行令改正：令和５年９月13日公布、令和６年４月１日施行 

 

２）その他 

・建築基準条例について大津市の区域においては大津市建築基準条例が適用される。 

・大津市建築基準条例は、令和６年２月議会で改正される予定。 

 

  

県 政 経 営 会 議 

令和６年(2024 年)１月 16 日 

土木交通部建築課建築指導室 



 

○条例改正の内容 

 

改正条項 改正内容 

劇場、映画館等 

第 20条（前面の空地） 

第 22条（出入口） 

百貨店、マーケット等 

第 32条（前面の空地） 

「主要構造部」を「特定主要構造部」に改正する。あわせて条例で

用語および表内の所要の整理を行う。制限等の変更はない。 

第 36条の３第１項および第２項

（適用除外） 

法に合わせて用語の所要の整理を行う。 

（「大規模の模様替え」→「大規模の模様替」） 

第 36条の３第３項（適用除外） 接道義務の付加条項として定められた条項（第４条、第７条、第 19

条、第 28条および第 31条）について、当該規定の既存不適格であ

る建築物が、上記の大規模の修繕または模様替における特定行政庁

の認定を受けた場合は、法令と同様に条例における接道義務の当該

規定の遡及適用を緩和する規定を追加する。 

第 36条の３第４項、５項（適用除

外） 

法律と「対象となる用途・規模等」が同じで「制限」のみ政令の規

定より付加する内容を定める条例の避難関係規定（第 11 条および第

21 条、第 33 条第２項）について、当該規定の既存不適格である建

築物が、政令と同じ範囲内で増築等を行う場合は、法令と同様に条

例における当該規定の遡及適用を緩和する規定を追加する。 

第 36条の３第６項（適用除外） 法律の避難関係規定を付加する条例の条項について整理を行い、別

の建築物とみなすことができる部分として政令で定める独立部分が

２以上あるもので、当該規定の既存不適格である建築物について、

増築等を行う独立部分以外の独立部分は、法令と同様に条例におけ

る当該規定の遡及適用を緩和する条項を追加する。（第９条、第 17

条、第 22条から第 25 条および第 33 条を緩和） 

第 36条の３第７項（適用除外） 第６項で別の建築物とみなすことができる部分として、政令で定め

る独立部分が２以上あるもので当該規定の既存不適格である建築物

について、一部の条例規定の遡及適用を緩和する条項を追加するこ

とに伴い、法律と同じく当該規定を準用する用途変更の場合におい

ても、同様の条例規定の遡及適用を緩和する条項を追加する。 

第 36条の４、第 36条の５（適用

除外） 

政令本文の改正に伴う所要の整理を行う。語句等の整理のみであり

制限等の変更はない。 

 

  



○法改正概要（参考資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 



 

 

滋賀県建築基準条例の一部を改正する条例案要綱 
 

 

１ 改正の理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の

一部を改正する法律（令和４年法律第 69 号）による建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

の一部改正等に伴い、既存不適格建築物に関する制限の合理化等を行うため、滋賀県建築

基準条例（昭和 47 年滋賀県条例第 26 号）の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 建築基準法における耐火建築物の定義が改められたことに伴い、所要の規定の整理を

行うこととします。（第20条、第22条、第32条、第36条の５関係） 

(2) 既存不適格建築物について一定の範囲内で増築等をする場合等においては、一部の規

定を適用しないこととします。（第36条の３関係） 

(3) その他 

ア この条例は、令和６年４月１日から施行することとします。 

イ その他必要な規定の整理を行うこととします。 
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滋賀県建築基準条例新旧対照表 

旧 新 

第１条～第19条 省略 第１条～第19条 省略 

（前面の空地） （前面の空地） 

第20条 興行場等の用途に供する建築物の主要な屋外出入口の前面に

は、道路等（都市計画区域内にあつては、前条第１項に規定する道路

に限る。次条において同じ。）または次条に規定する敷地内の通路に

通ずる空地を次の表に定めるところにより設けなければならない。こ

の場合において、当該建築物にその主要構造部を耐火構造または１時

間準耐火基準に適合する準耐火構造（以下「耐火構造等」という。）

とした高さが３メートル以上であり、かつ、壁その他の障害物がない

寄り付きの部分があるときは、その部分の幅を当該空地の奥行に算入

することができる。 

第20条 興行場等の用途に供する建築物の主要な屋外出入口の前面に

は、道路等（都市計画区域内にあつては、前条第１項に規定する道路

に限る。次条において同じ。）または次条に規定する敷地内の通路に

通ずる空地を次の表に定めるところにより設けなければならない。こ

の場合において、当該建築物にその特定主要構造部を耐火構造または

その主要構造部を１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした高さ

が３メートル以上であり、かつ、壁その他の障害物がない寄り付きの

部分があるときは、その部分の幅を当該空地の奥行に算入することが

できる。 

興行場等の客席部の床面積の合計による区分 奥行 

200平方メートル未満のもの 主要構造部が耐火構

造等のもの 

２メートル以上 

主要構造部が耐火構

造等以外の構造のも

の 

2.5メートル以上 

興行場等の客席部の床面積の合計による区分 奥行 

200平方メートル未満のもの ア 特定主要構造部

が耐火構造または

主要構造部が１時

間準耐火基準に適

合する準耐火構造

のもの 

２メートル以上 
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200平方メートル以上400平方メートル未満のもの ３メートル以上

400平方メートル以上900平方メートル未満のもの ４メートル以上

900平方メートル以上のもの ５メートル以上
 

イ ア以外のもの 

2.5メートル以上 

200平方メートル以上400平方メートル未満のもの ３メートル以上

400平方メートル以上900平方メートル未満のもの ４メートル以上

900平方メートル以上のもの ５メートル以上
 

第21条 省略 第21条 省略 

（出入口） （出入口） 

第22条 興行場等の用途に供する建築物の屋外出入口の数および構造

は、次に定めるところによらなければならない。ただし、客用以外の

用に供するものについては、この限りでない。 

第22条 興行場等の用途に供する建築物の屋外出入口の数および構造

は、次に定めるところによらなければならない。ただし、客用以外の

用に供するものについては、この限りでない。 

(1) 屋外出入口の数は、次の表に掲げる数値以上とし、避難上有効に

配置すること。 

(1) 屋外出入口の数は、次の表に掲げる数値以上とし、避難上有効に

配置すること。 

主要構造部 
興行場等の客席部の床面積の合計による

区分 
屋外出入口の数 

耐火構造等

でないもの 

200平方メートル未満のもの ３ 

耐火構造等

のもの 

 

400平方メートル未満のもの ２ 

400平方メートル以上 

900平方メートル未満のもの 
３ 

900平方メートル以上のもの ４ 
 

建築物の構造 
興行場等の客席部の床面積の

合計による区分 
屋外出入口の数 

ア イ以外のもの 200平方メートル未満のもの ３ 

イ 特定主要構造部が

耐火構造または主要

構造部が１時間準耐

火基準に適合する準

耐火構造のもの 

400平方メートル未満のもの ２ 

400平方メートル以上900平方

メートル未満のもの 

３ 

 

900平方メートル以上のもの ４ 

 

(2) 省略  (2) 省略  

(3) 屋外出入口の幅の合計は、次の表に掲げる数値以上とすること。 (3) 屋外出入口の幅の合計は、次の表に掲げる数値以上とすること。 
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主要構造部 客席部の床面積の合計に対する幅 

耐火構造等

でないもの 

10平方メートルにつき 30センチメートル 

耐火構造等

のもの 

10平方メートルにつき 15センチメートル 

 

建築物の構造 客席部の床面積の合計に対する幅 

ア イ以外のもの 10平方メートルにつき 30センチメートル 

イ 特定主要構造部が

耐火構造または主要

構造部が１時間準耐

火基準に適合する準

耐火構造のもの 

10平方メートルにつき 15センチメートル 

 

２ 省略 ２ 省略 

第23条～第31条 省略 第23条～第31条 省略 

（前面の空地） （前面の空地） 

第32条 百貨店、マーケットまたは物品販売業を営む店舗の用途に供す

る建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が3,000平方メー

トルを超えるものの主要な屋外出入口の前面には、奥行３メートル以

上の空地を設けなければならない。この場合において、当該建築物に

その主要構造部を耐火構造等とした高さが３メートル以上であり、か

つ、壁その他の障害物がない寄り付きの部分があるときは、その部分

の幅を当該空地の奥行に算入することができる。 

第32条 百貨店、マーケットまたは物品販売業を営む店舗の用途に供す

る建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が3,000平方メー

トルを超えるものの主要な屋外出入口の前面には、奥行３メートル以

上の空地を設けなければならない。この場合において、当該建築物に

その特定主要構造部を耐火構造またはその主要構造部を１時間準耐火

基準に適合する準耐火構造とした高さが３メートル以上であり、か

つ、壁その他の障害物がない寄り付きの部分があるときは、その部分

の幅を当該空地の奥行に算入することができる。 

第33条～第36条の２ 省略 第33条～第36条の２ 省略 

（既存建築物に対する制限の緩和） （既存建築物に対する制限の緩和） 

第36条の３ 特定行政庁は、法第３条第２項の規定によりこの条例の規

定の適用を受けない建築物に係るこの条例の施行後の増築、改築、移

第36条の３ 特定行政庁は、法第３条第２項の規定によりこの条例の規

定の適用を受けない建築物に係るこの条例の施行後の増築、改築、移
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転、大規模の修繕または大規模の模様替えのうち、その建築物および

敷地の状況により安全上支障がないと認められるものについて、第７

条の２から第７条の５まで、第28条または第31条の規定による制限を

緩和することができる。 

転、大規模の修繕または大規模の模様替のうち、その建築物および敷

地の状況により安全上支障がないと認められるものについて、第７条

の２から第７条の５まで、第28条または第31条の規定による制限を緩

和することができる。 

２ 法第３条第２項の規定により第３条の規定の適用を受けない建築物

に係るこの条例の施行後の増築、改築、移転（同一敷地内におけるも

のに限る。）、大規模の修繕または大規模の模様替えについては、同

条の規定は、適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により第３条の規定の適用を受けない建築物

に係るこの条例の施行後の増築、改築、移転（同一敷地内におけるも

のに限る。）、大規模の修繕または大規模の模様替については同条の

規定は、適用しない。 

（新設） ３ 法第３条第２項の規定により第４条、第７条、第19条、第28条また

は第31条の規定の適用を受けない建築物について、当該建築物におけ

る当該建築物の用途の変更（当該変更後に当該建築物の利用者の増加

が見込まれないものを除く。）を伴わない大規模の修繕または大規模

の模様替であつて、政令第137条の12第６項の規定により特定行政庁

が交通上、安全上、防火上および衛生上支障がないと認めるものをす

る場合においては、これらの規定は、適用しない。 

（新設） ４ 法第３条第２項の規定により第11条または第21条の規定の適用を受

けない建築物について次に掲げる範囲内において増築、改築、大規模

の修繕または大規模の模様替（次項および第６項において「増築等」

という。）をする場合においては、これらの規定は、適用しない。 

  (1) 増築（居室の部分に係るものを除く。以下この号において同

じ。）および改築については、増築または改築に係る部分の対象床

面積（政令第137条の２の２第１項第２号の規定により当該部分の床
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面積から階段室、機械室その他の火災の発生のおそれの少ないもの

として国土交通大臣が定める用途に供する部分の床面積を減じた面

積をいう。次項第１号イにおいて同じ。）の合計が法第３条第２項

の規定により引き続き第11条または第21条の規定（これらの規定が

改正された場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受けな

い期間の始期における延べ面積の20分の１（50平方メートルを超え

る場合にあつては、50平方メートル。同号イにおいて同じ。）を超

えず、かつ、当該増築または改築が当該増築または改築に係る部分

以外の部分における避難および消火の安全上支障とならないもので

ある増築または改築に係る部分 

   (2) 大規模の修繕および大規模の模様替については、当該建築物にお

ける屋根または外壁に係る大規模の修繕または大規模の模様替であ

つて、当該建築物の避難の安全上支障とならないもの 

（新設） ５ 法第３条第２項の規定により第33条第２項の規定の適用を受けない

建築物について次に掲げる範囲内において増築等をする場合におい

ては、同項の規定は、適用しない。 

 (1) 増築および改築については、次のアまたはイのいずれか（居室の

部分に係る増築にあつては、ア）に該当する増築または改築に係る

部分 

 ア 次のいずれにも該当するものであること。  

 (ア) 増築または改築に係る部分およびその他の部分が、増築ま

たは改築後において、それぞれ政令第117条第２項各号のいず
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れかに掲げる建築物の部分（次項において「独立部分」とい

う。）となるものであること。 

 (イ) 増築または改築に係る部分が、政令第137条の６の２第２

項第１号ロの規定により同条第１項に規定する技術的基準に相

当する建築物の部分に関する基準として国土交通大臣が定める

ものに適合するものであること。 

 イ 増築または改築に係る部分の対象床面積の合計が法第３条第２

項の規定により引き続き第33条第２項の規定（同項の規定が改正

された場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受けない

期間の始期における延べ面積の20分の１を超えず、かつ、当該増

築または改築が当該増築または改築に係る部分以外の部分におけ

る避難の安全上支障とならないものであること。 

   (2) 大規模の修繕および大規模の模様替については、当該建築物にお

ける屋根または外壁に係る大規模の修繕または大規模の模様替であ

つて、当該建築物の避難の安全上支障とならないもの 

（新設） ６ 法第３条第２項の規定により第９条、第17条、第22条から第25条ま

で、または第33条の規定の適用を受けない建築物であつて、独立部分

が２以上あるものについて増築等をする場合においては、当該増築等

をする独立部分以外の独立部分に対しては、これらの規定は、適用し

ない。 

（新設） ７ 前項の規定は、法第３条第２項の規定により第９条、第17条、第22

条から第25条まで、または第33条の規定の適用を受けない建築物の用
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途を変更する場合について準用する。この場合において、前項中「増

築等」とあるのは「用途の変更」と読み替えるものとする。 

（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する適用の除外） （避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する適用の除外） 

第36条の４ 建築物の階のうち、当該階が階避難安全性能を有するもの

であることについて階避難安全検証法により確かめられたもの（主要

構造部が準耐火構造であるかまたは不燃材料で造られた建築物の階に

限る。）または政令第129条第１項の認定を受けたものについては、

第17条および第22条（第１項を除く。）から第24条までの規定は、適

用しない。 

第36条の４ 建築物の階のうち、当該階が階避難安全性能を有するもの

であることについて階避難安全検証法により確かめられたもの（主要

構造部が準耐火構造である建築物または主要構造部が不燃材料で造ら

れた建築物の階に限る。）または政令第129条第１項の認定を受けた

ものについては、第17条および第22条（第１項を除く。）から第24条

までの規定は、適用しない。 

（避難上の安全の検証を行う建築物に対する適用の除外） （避難上の安全の検証を行う建築物に対する適用の除外） 

第36条の５ 建築物のうち、当該建築物が全館避難安全性能を有するも

のであることについて全館避難安全検証法により確かめられたもの

（主要構造部が準耐火構造であるかまたは不燃材料で造られたものに

限る。）または政令第129条の２第１項の認定を受けたものについて

は、第17条、第22条から第24条までおよび第33条（第１項第２号を除

く。）の規定は、適用しない。 

第36条の５ 建築物のうち、当該建築物が全館避難安全性能を有するも

のであることについて全館避難安全検証法により確かめられたもの

（主要構造部が準耐火構造であるもの（特定主要構造部が耐火構造で

あるものを含む。）または主要構造部が不燃材料で造られたものに限

る。）または政令第129条の２第１項の認定を受けたものについて

は、第17条、第22条から第24条までおよび第33条（第１項第２号を除

く。）の規定は、適用しない。 

第36条の６・第37条 省略 第36条の６・第37条 省略 

付則 省略 付則 省略 

 


